
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 89 回 神奈川県固定資産評価審議会 会議記録 
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【議題】 

 

令和６年度における固定資産（土地）の提示平均価額について 

 

 

【会議記録】 

 

 

【中山会長】 

ただ今から議事の審議に移らせていただきます。 

令和６年度における固定資産の提示平均価額につきまして、まず事務局からご

説明をお願いいたします。 

 

 

《事務局説明》 

 

 

【中山会長】 

それでは、ただいま事務局から令和６年度における固定資産の提示平均価額に

ついて説明がございましたので、そのことについてご審議をお願いしたいと思い

ます。またそれぞれご専門の分野から、関連する情報などについてご提供いただ

ければと思います。 

なお、昨年 12月の審議会は基準宅地・基準地のポイントにおける地価の動きに

ついての審議でございましたが、今回は各市町村の平均価額の動きということで、

基準宅地と平均価額で若干動きが違うところもございました。そういった違いに

も留意しながら、ご審議をお願いしたいと存じます。 

まず最初に、県内の全体的な地価動向につきまして、前回の審議で新倉委員か

らご説明いただきましたが、今回また各市町村の平均価額というところで資料を

示されましたので、こちらの資料を踏まえまして、改めて県内の地価推移全般に

ついて何かコメントをいただけますでしょうか。 

 

 

【新倉委員】 

不動産市況の最近の状況ということでございますが、これから１ヶ月後には令

和６年１月の公示地価が発表になります。 

前回お話させていただいたのが、昨年の 12月で、そこから地価動向に変化があ

ったということはないですが、今年は年始早々１月１日に能登半島で地震が起き、

甚大な被害が発生してしまいました。 



 
 

そのように、明日どうなるかは全然わからないものですが、特に津波の恐ろし

さというものを改めて目の当たりにしたこと、これが神奈川県の沿岸部の地価に

どう影響していくかわかりませんが、自然災害のリスクのある地域での地価はこ

れからも色々皆さん考えていくだろうと思います。 

特に今は津波、海岸というよりも、やはり先ほどお話のありましたレッドゾー

ンも段々地域が増えておりますし、崖とか谷戸の方が、今のところ影響を大きく

受けている気がいたします。 

今回のこの審議資料の 14 ページと 15 ページのところ、概ね説明いただきまし

たので、追加で説明することもそれほどないですが、特に鎌倉市、逗子市、葉山

町については、地価公示の住宅地価格が３年間で上昇しているのに対し、提示平

均価額は、３年間で下落しています。 

その理由は、先ほどお話しいただいたレッドゾーンでの減価補正が一番の要因

かと思いますが、全体的に地価公示の標準地は、街路条件や画地条件の標準的な

ものが選定されています。行き止まりの道路とか、車が入れない場所、高低差の

大きい土地などは標準地として選定されておりません。 

特に、地価公示の上昇と提示平均価額の下落で差の大きい鎌倉市につきまして

は、知名度が高くて、海も山もある人気自治体です。しかし、敷地面積の大きい

いわゆる山間部の狭隘道路沿いにも住宅が多いのが特徴です。また駅に近い地域

でも、ご存知のように、いわゆる路地という感じの狭隘道路が多く見られます。

取引の実勢価格でも、鎌倉市では、人気のあるエリアは高水準で取引されている

のに対して、なかなか取引に至らないエリアもあります。地価の二極化・多極化

の傾向が強く出ていて、全体の面積からは、街路条件や画地条件等の悪い地域の

割合が高いということができると思います。 

逗子市、葉山町の理由もほぼ同じです。全体的には、住環境のイメージが良い

地域ですけれども、やはり狭隘道路や坂道が多くて、そういう場所にも住宅が多

いこと、そして葉山町では市街化調整区域の住宅地が、面積割合からすると、比

較的多いため、提示平均価額が下落しているものと考えております。 

 

 

【中山会長】 

ありがとうございました。最近の自然災害の地価への影響というところで、今

回はレッドゾーンが平均価額を大きく左右しているとのことでしたが、鎌倉市や

逗子市などでは、街路条件や画地条件の劣る土地が比較的割合として大きいとい

うことで、ご説明いただきました。 

それでは次に、事務局からの説明資料の中で、人口増減率と宅地の平均価額の

増減率に相関関係があることが示されております。住宅販売価格についても同様

の傾向、関係性が認められるのかと思われますが、住宅販売価格について、草間

委員からご説明をいただけますでしょうか。 



 
 

 

 

【草間委員】 

昨年 12 月の審議会では、令和２年１月から令和５年９月までのデータに基づ

き、不動産の動向について発言しました。人口の増減という話でございますが、

広い視点で見ると、首都圏の中古マンションの価格が大きく上昇しております。 

東日本レインズによる１月の不動産市場動向では、中古マンションの成約件数

が 2,711 件で前年比５％増、８ヶ月連続で前年同月比を上回っております。成約

平米単価も 75 万 9,800 円で 11.2％増、成約価格は 4,860 万円で 13.7％増と、40

ヶ月以上連続の上昇で二桁増の大きい伸びとなっています。 

一方、神奈川県全体のマンションの成約件数は 609件で前年同月比 23件減少、

3.64％減でございました。前月比では 40件減少で、6.16％減でした。横浜市、川

崎市は 448件で 1.3％減とそして、神奈川県の他の地域は 161件で 9.6％減と前年

割れをしています。首都圏では、東京都区部が 1,246 件、10.9％増で、首都圏の

増加をけん引していると思います。 

神奈川県の成約平米価格は 58万 2,800円と 22ヶ月連続で 50万円台、前年比で

も横ばいです。 

神奈川県の土地ですが、100 平米から 200 平米の１月の成約件数は 89 件、前月

比 18 件減少で、前年同月比９件増加でした。新規登録件数は 1,061 件、前月比

213 件増加、平均価格は 3,394 万円で、前月 3,364 万円から 30 万円増、そして前

年同月比では 131万円増加しております。 

神奈川県全体の中古戸建住宅の成約件数は 243件で、前月比が 21件減少、前年

同月比は 18件の減少でした。平均成約価格は 3,727万円、前月比は 4,156万円か

ら 10.3％の減少で、前年同月比では 4,054万円から 6.9％の減少でした。 

新規登録件数は 1,553 件、前月は 1,275 件でしたので、278 件増加。前年同月

比では 283件の増加でした。 

神奈川県の１月のデータを見ると不動産取引状況は、前回の会議でもお話した

ように、一昨年すべての項目で価格が上昇した結果、成約件数と成約価格は、前

年比横ばいか前年割れしております。 

新規登録物件は、登録件数と価格が増加し在庫が増えている状況でございます。 

現在の不動産市況、不動産取引状況は、令和３年２月に開催された第 87回固定

資産評価審議会で私が発言した３年前とは真逆になっておりまして、当時は成約

件数、成約価格が増加し、新規登録数が少なく、在庫が減少して価格の上昇に繋

がるのではないかと懸念されておりましたが、現在は登録件数も多く、在庫が増

えている状況で価格も上昇しました。 

土地価格の上昇とともに、建築資材や人手不足から不動産価格がさらに上昇し

ました。不動産価格の上昇により、購買力が落ち、価格が下がるのではないかと

思われておりますが、現在の建築市場の環境を考えると、多少の価格調整があっ



 
 

ても、大幅な値下げはできないと思います。 

むしろ、購入者側が、住宅ローンの返済期間を延長するなどして、毎月の返済

金額を抑える案件が多く見られます。以上です。 

 

 

【中山会長】 

ありがとうございました。直近の住宅販売市場、住宅地の地価の動き、そして

在庫の動きについてコメントをいただきました。今回の調査期間３年間とは、逆

の動きが足元で出てきているというところで情報をいただきました。 

つづきまして田畑の内容について、農業関係の観点から、四條委員からコメン

トをいただけますでしょうか。 

 

 

【四條委員】 

田畑の評価につきましては、この平均価額についてほぼ３年前と比べて大きな

変動はないという状況でございました。 

そうした中、３年前この審議会が開かれたときに、生産緑地について話題にな

っていたことを事務局からお伺いいたしまして、ちょうど 2022年を挟んで３年経

過いたしましたので、この生産緑地の状況についてご説明します。 

生産緑地の 2022年問題につきましてはご案内のとおり、生産緑地法の改正に伴

い、1992 年に指定をされた生産緑地が 30 年の営農継続期間が満了する時期を迎

えるということで、これが大量に不動産市場に供給されて、地価の下落を引き起

こすのではないかと懸念されていた問題です。 

私ども農業団体にとりましては、生産基盤である農地が縮小してしまって、担

い手農家も減少してしまうのではないかという問題意識がありました。 

こういった問題に対しまして、2017 年の生産緑地法の改正の中で、特定生産緑

地制度が措置されました。この指定を受けることによりまして、30 年経過後もさ

らに 10年間生産緑地と同様の税制上の軽減措置が受けられるというものです。 

我々としましては、生産緑地の土地の担い手農家がこの制度を知らずに生産緑

地が解除されてしまうことを回避するために、この制度の周知に努めてきたとこ

ろでありまして、結果的には、2022年に指定から30年を迎える生産緑地のうち、

全国では９割弱、本県では 92％にあたります 868 ヘクタールが特定生産緑地に移

行したという結果になりまして、当初心配されていたような地価の下落や市街化

区域内の農地の大幅な減少といった状況には至らなかったと理解をしております。 

関連した話となりますが、ここまでの３年間、コロナ禍や国際情勢の不安定化、

さらには、円安の影響などから、農業生産に必要な資材の価格が高止まりしてお

り、農業経営を大きく圧迫しています。 

特に原材料の多くを輸入に頼っております肥料、飼料、重油などに関しまして



 
 

は、コロナ前に比べて大体 1.5 倍から２倍近くに価格が上がっている状況にあり

ます。ただ、農産物の販売価格には、なかなか転嫁ができておらず、営農の継続

を諦める農家も出てきているところであります。 

農業経営にとりましては、この固定資産税に関しましても生産コストの一つで

ありますが、農地への課税が低く抑えられていることと、さらに大きな変動がな

いことが、農業経営の安定にとって非常に大きな要素だと考えております。 

先ほど申し上げました肥料、飼料などと同じように、固定資産税に関しても評

価替えの都度大きく変動してしまいますと、販売価格への転嫁が難しい農業分野

では、経営継続に関わってきてしまいますので、今後も農地の固定資産税に関し

ましては、低位安定が続きますことを期待しているところであります。以上でご

ざいます。 

 

 

【中山会長】 

ありがとうございました。生産緑地から特定生産緑地に移行したところが非常

に多かったという情報提供と、農地につきましては、コストの上昇がコロナ禍で

あったということで、農業収益性の観点からは厳しい状況が続いているという情

報提供をいただきました。ありがとうございました。 

それでは次に、税務分野から見た土地取引関係について、木島委員からコメン

トをいただけますでしょうか。 

 

 

【木島委員】 

税務分野におきましてそれほど大きな改正はないのですが、住宅ローン減税に

関しまして、子育て世帯と若者夫婦世帯については、優遇措置がとられておりま

す。ただその優遇措置が新築住宅に限るものでございまして、現在の新築住宅と

いうのは先ほどお話がありましたとおり、資材の高騰等で結構な値段になってお

りますので、本当は中古とかにもそういったものを広げていただければいいのか

なと思っております。 

そして、固定資産税は工場等にとりましてもコストになっていますが、負担調

整措置が令和６年度評価替えにおいても延長となりました。京浜工業地帯におい

ても、今色々な資材の高騰や人手不足の煽りを受けて非常に製造原価高になって

おりますので、そちらの製造コストというものの中の固定資産税という点ではな

るべく負担が上がらないようご配慮いただいてありがたいと思っております。 

先ほど震災の話が出ましたが、本年１月１日に起きました能登半島地震におき

まして、本来ですと、地震によって生じた損害等はその年の所得税で損害額を控

除できるのですが、令和５年分の所得税の確定申告においてそういったものが控

除できることになりました。過去の震災においても同様の措置が設けられており



 
 

ます。 

横浜市は過去数年前の台風で大きな被害を受けておりますので、今後災害税制

につきましても、引き続き税理士会からは提言をしていきたいと思っております。 

不動産取引関係につきましては、私どもの税理士の相手としている中小企業に

とりましては、価格も上昇しておりますので、様々な要素を考えても今のところ

は新しい取引をするようなことはあまりないと感じております。以上です。 

 

 

【中山会長】 

ありがとうございました。税制と不動産との関係についてご説明いただきまし

た。それでは次に、不動産登記件数の動向などについて、岩田委員からコメント

をいただけますでしょうか。 

 

 

【岩田委員】 

不動産といいますか、登記件数の全体の話をしますと、令和５年の１年間、暦

年で見てみますと、約 79 万 1,000 件ありまして、前年度と比較すると約 1.5％増

加しています。 

ただ、令和３年から見るとほぼ横並びなので大体そのレベルに戻ったのかなと

いう感じがしております。令和５年全体を見てみますと、年の前半につきまして

は、新型コロナウイルスが５類に移行するということで、すなわちこれまでどお

りの生活の水準に戻ってくるという期待感が現れたのか、非常に事件数が伸びて

いるというところでありました。 

ところが、年の後半に入りますと、先ほど他の委員からもお話がありました円

安や物価高の影響といったものがどうしても不動産価格に上乗せされたのかなと

いうところで、かなり例年と比べて事件数は落ち込んではいたのですが、年間で

通してみれば、令和３年程度までの落ち込みとなりました。 

その物価高の影響受けたと思われる事件数の落ち込みは、本年に入ってもまだ

若干続いていると感じております。 

あとは不動産登記の関係で言いますと本年の４月から、相続登記申請の義務化

の運用がスタートします。こういうこともありますので、今、県全体を見まして

も相続登記は非常に伸びています。 

例えば令和４年の当初は、およそ県全体で月 3,000 件であったのが、令和５年

に入りまして、それが大体月 4,000 件台の後半から 5,000 件台という状況もあり

ますので、おそらく登記の話になりますと、そういった相続登記の義務化を受け

て、４月以降伸びるかという状況でございます。以上でございます。 

 

 



 
 

【中山会長】 

はい、ありがとうございました。昨年の１年間の登記件数の動き、相続登記の

義務化などとの関連について、ここまでの動きをご説明いただきました。 

それでは横浜市内の宅地価格の動向につきまして、昨年の 12月に松井委員の方

から、基準宅地のポイントの動きについてご説明いただきました。今回、平均価

額の水準あるいは変動率が示されておりますけれども、この横浜市内の平均価額

の動きにつきまして、松井委員からコメントをいただけますでしょうか。 

 

 

【松井委員】 

横浜市の松井でございます。会長の方からご紹介いただいたとおり、昨年の 12

月にも説明をしたのですが、今回の提示平均価額につきましては先ほど事務局か

らご説明がありましたとおり、すべての宅地の価格の総評価に基づいて算定され

ているという状況がございますので、価格が上昇している、価格水準が高いエリ

アの影響を反映していると考えております。 

横浜市の固定資産税の評価に当たりましては、市内で約 3,500 地点、標準宅地

を設定しております。その標準宅地の平均変動率で見ますと、前基準年度との対

比で約 4.7％増となっておりまして、こちらは先ほどの 5.64％増という市内の提

示平均価額の上昇率よりやや低めになっておりますが、標準宅地に関しましては、

3,500 地点の中で 271 地点につきましては下落地点であるというところもござい

まして、全体として高いところに引っ張られた形で、提示平均価額の伸び率の方

が若干標準宅地の方の伸び率よりも高くなっているという状況でございます。 

横浜市内におきましては、商業地区に関しましては、昨年申し上げましたとお

りみなとみらいとか横浜駅の商業施設の開発などで、引き続き好調で、市内平均

で 7.5％の上昇となっております。 

住宅地区に関しましても、西区、中区、神奈川区、港北区などのいわゆる東京

に近い生活交通利便性の高いエリアでは非常に高くなっておりますし、南部につ

きましても、需要増の影響が出ておりまして、市内平均で 2.9％の上昇です。 

工業地区につきましても、通信販売関連の貨物業者等の需要が旺盛で、物流適

地や倉庫適地の需要増が続いており、こちらの方は約 9.2％の地価上昇が見られ

ているということがございまして、やはり全般的に市内で上昇傾向の中で提示平

均価額もそういった数字になっているかと考えております。以上でございます。 

 

 

【中山会長】 

ありがとうございました。横浜市内のエリアごと、用途ごとの地価の動きにつ

きましてご説明をいただきました。 

それでは次に、今回の提示平均価額を相続税路線価の方から見ますとどのよう



 
 

な印象をお持ちになったのか、黒木委員からコメントをいただけますでしょうか。 

 

 

【黒木委員】 

それでは相続税路線価に関わることで、説明をさせていただきますが、今まさ

に相続税路線価の７月公表に向けて作業を進めております。 

それぞれの路線価から見た検討でございますけれども、固定資産税における令

和３から６基準年度の期間と、相続税路線価ですと令和２年から５年という期間

で比較をしてみたということになります。 

ただ最高路線価を使っているところもありますので、なかなか精緻な比較とは

なっておりませんが、例えば上昇下落という観点だけで見ますと、神奈川県内全

33市町村のうち７割、23市町につきましては、相続税路線価とまさに同様の動き

と見ました。そして、ともに上昇しているのが 13 市町、ともに下落をしたのが

10市町ということで、動きも非常に近似しておりました。 

ただ動きが合っていないものが 10市町村ございまして、路線価としては、私ど

もとしては上昇と判断をしているところですが、固定資産税においては下落が８

ヶ所、その逆が２ヶ所がありました。８ヶ所は概ね三浦半島と県西部に集中して

います。そして上昇下落幅についてになりますが、上昇幅については固定資産税

の場合と比較して相続税路線価の方が大きいという全体的な数字も出ました。と

いうことで、基本合っていないところについての検討ということになりますが、

先ほどから出ておりますが、いわゆるレッドゾーンの関係かと思っています。 

我々の分野の相続税路線価は、申告をして調整をするという価格です。固定資

産税の場合は賦課課税ということでこの数値になっているかと思います。いわゆ

る調整のアローワンスが路線価にはあり、そのアローワンスの中にレッドゾーン

も入ってくるということですから、路線価を使って実際に評価をすると、概ね固

定資産税の評価に近づいていくだろうと考えております。 

また、その他の平均の増減率が高かった愛川町などは、まさに相続税路線価を

見ますと同じような状況が見えましたので、いずれにおきましても、全体的な比

較という点において、妥当なものではないかと判断をしております。以上です。 

 

 

【中山会長】 

ありがとうございました。直近の路線価の推移について情報提供いただきまし

た。それから平均価額と相続税路線価の均衡についてもお話しいただきました。 

それでは続きまして、近年、建築費が非常に高騰しており、不動産価格に大き

な影響を与えているというところでございますが、建築費の推移動向の観点から、

今回の平均価額について古居委員にお話しいただけますでしょうか。 

 



 
 

 

【古居委員】 

建築費は昨今下がる要因が全く無く、上がる要因しかないと前回も申し上げま

したが、状況に変化は感じられず、むしろ拍車がかかっているのではないかと捉

えております。 

直近では、老人ホームなどの施設建設にはコロナ禍前ですと坪 100 万円程度の

予算で試算をしていたのですが、今は倍の工事費を想定しないと建設できない、

入札不調になるケースも目立ちます。これは住宅についても同様の傾向にあると

思います。 

みなさまからご教示いただきたいことが３点ございます。 

一つは大磯町について。レッドゾーンに位置し地価の下落要因はありますが、

それを踏まえても近隣市に比して下落幅が非常に大きいと見て取れました。 

しかも、人口がこの５年間ではプラスになっているにもかかわらず、下落幅が

大きい要因が疑問です。どのようにとらえておられるのか、ご教示願いたいと思

います。 

二つ目は、東京都心の地価高騰は、実需＝住宅需要ではなく不動産投機的な要

素も多いことから、不動産バブルではないかとも言われています。その影響で、

都内から横浜市、川崎市に住宅需要が出てくるのではないかと期待していたので

すが、そのような実態は無さそうなお話でしたけれども、今後をどのようにみて

おられるか。コロナが収束し、不動産バブルという実需がない動きの影響が微小

になるのか、あるいは逆に、川崎横浜に今後大きく不動産投機として影響するの

かについてご見解を拝聴できればと思います。 

最後は団地再生の話題です。中高層住宅で 500 戸以上、1,000 戸から 2,000 戸

という大規模な住宅団地の管理組合が、居住者の高齢化と建物の高経年化の、二

つの老いに悩んでいます。人口減少時代を迎えて安心して居住継続できるために

は建替えか再生か、団地に何らかのプラスアルファの要素が必要であると感じて

います。 

建て替えの合意形成が難しい状況では、区分所有権の解消の容易さが提示され

ると土地やマンションが流通し、市場が活性化すると思うのですが、そのあたり

の今後の動きも含めてご教示いただけることがありましたらお願いします。 

 

 

【中山会長】 

建築費の動向についてまず情報提供いただきました。それから県内の平均価額

の動きを見ますと、県南部、あるいは平塚より西の県西部は、一部を除いて下落

傾向にあるところでございますが、都市部を中心とした住宅価格が非常に高騰し

ているエリアがあり、そういったものが、県西部あるいは県南部の住宅地域に波

及するかどうかというご質問をいただきました。 



 
 

こちらの住宅価格の動きについて、草間委員からコメントをいただけますでし

ょうか。 

 

 

【草間委員】 

先ほど申し上げましたように、都心がバブルで、首都圏の中古マンションの価

格が非常に上昇しているということで、私ども全宅連では、2024 年の１月１日現

在の土地の価格は３ヶ月前と比較してどう感じたかについてモニターによるアン

ケート調査をしました。 

その結果、関東地区において 64.1％が横ばいであると回答しており、４月の予

想値は 60.3％でした。また２番目に感じているのはやや上昇していると回答した

方が関東地区では 21.8％、４月の予想値が 20.5％でございました。 

そして、そのモニターに、最近の不動産市場についてアンケートで聴取した結

果、東京都の会員でございますが、新築マンション及び土地価格の上昇は止まっ

ていない、都内のマンション価格が、異常であると回答しておりまして、土地価

格の大幅な上昇が止まったと思うが、やや上昇していると思われるという回答も

ございました。 

先ほどの、東京都心の実需ではない投資目的での購入というのが横浜川崎にシ

フトしていくということについては、投資目的で横浜川崎の方に移られているか

は私どもではわかりませんが、確かに先ほど申し上げましたように、実際に住居

として購入される方は、価格が上がっており、建築費も下がらないということで

ございますので、40年、50年の住宅ローンを組まれる方もおり、何とか購入でき

る返済分で凌ごうといった動きが顕著に見られます。 

 

 

【中山会長】 

ありがとうございました。私の方からも少し補足させていただきますと、県内

でコロナ禍以降非常にマンション価格が高騰しております。そういったマンショ

ン価格の上昇というのは当然住宅価格の上昇、住宅地の価格を押し上げるという

ところに繋がっているわけですが、確かに高層マンションが一部投資目的で、買

われている部分もあります。横浜でも横浜駅前にタワーマンションが建っていま

すし、あるいは馬車道にタワーマンションがございますが、最上階に近いところ

は投資目的の動きもあるとは思います。 

ただ昨今駅前に、色々なところで大量にマンションが供給されておりますが、

実需を見ますと、パワーカップルというキーワードがございますが、そういった

方々を中心に、共働きでペアローンを組んで買われているというところで、非常

に強い実需がございます。 

そういった需要層は、やはり交通利便性が良い立地、都心部へのアクセスが良



 
 

い駅の近くを選好するという傾向がございます。そのため、そういった需要層か

ら見ますと、確かに地価下落をしている郊外の物件というのは当然予算には入っ

て来るのですが、やはり交通利便性というところを重視する、あるいは将来的に

ローンが払えないとか、何かそういった事態があったときの売却のしやすさ、物

件の市場性を重視しますので、そういったところからも郊外の住宅は売りにくい

という実態がございまして、やはり交通利便性、立地の良いマンションに需要が

集まってしまうという傾向がございます。 

したがって地価、住宅価格を押し上げている需要の選好性を見ますと、県南部

や県西部の都心への接近性がやや厳しいところには、なかなか需要が波及してい

かないのではないかと感じております。 

平塚駅周辺はマンションの供給が非常に多くございます。一昔前は、平塚とい

うのは、なかなかマンション立地が厳しいという話を聞きましたが、昨今では、

平塚までは非常にマンションの供給が増えおります。 

ただ大磯というのは、川を渡ってもう一つ先ですが、位置的にマンションの立

地は厳しいということもございますし、なかなかマンション適地がないというと

ころ、それから、さらに交通利便性が、平塚よりも遠くなるということもあって、

なかなかそういった動きが伝わっていかないという印象を持っています。新倉委

員から何かコメントをいただければと思います。 

 

 

【新倉委員】 

大磯町についても、提示平均価額が特に下がっている要因としては、やはり先

ほどの鎌倉や逗子葉山と同じようなことも言えるのかと思います。大磯町は、全

体的に弱含みという状況にありますが、住宅地に昔の別荘地が多いということも

ありまして、比較的山間部の危ない地域のところにも建築されています。そうい

う下落傾向の強い地域、レッドゾーンの面積が比較的多かったと考えております。 

 

 

【中山会長】 

ありがとうございます。それでは３つ目のご質問で団地再生、古くなった大規

模団地の再生という非常に難しいテーマだと思いますが、やはりマンション需要

は先ほどのとおり、都心への接近性が重視されて需要が集まっている傾向があり

ますので、駅から離れたバス圏に位置するような大規模マンションというのは、

なかなか再生が厳しいという実態が一般論としてございます。しかしながら、リ

ノベーションやコンバージョンは、建築費の高騰があって建替えが難しい中でも、

低予算で価格が抑えられるということで、需要がどうなるかは、先ほどのマンシ

ョンの高騰とはまた違う観点、マーケットで動いていく話かと思います。こちら

の件につきまして何かコメントをいただける方はいらっしゃいますでしょうか。 



 
 

 

 

【岩田委員】 

この関係で区分所有法の改正が予定されておりまして、まだ法制審議会の方で

審議をしている段階で、この後答申を得て本年度通常国会に諮っていくところだ

ったと思いますが、建替え要件の緩和というのが大きなポイントで、５分の４だ

ったところを４分の３にしましょう、さらに一定の要件を満たせば、例えば耐震

性に問題があるといった問題がある場合は、３分の２まで緩和させましょうとい

う内容になる見込みですので、そういったところや、あとはマンション建替円滑

化法を活用してやっていただくのが良いかと思います。 

私は都内に住んでおり、自分の家の裏にも昭和 36年に建ったマンションがあっ

たのですが、そこもマンション建替円滑化法を利用して、今ちょうど建て直しを

しているという状況にあります。都内ですと、そのように建替えされていると思

いますので、そういった区分所有法の緩和されている点やマンション建替円滑化

法を活用していただくのが良いかと思っております。以上でございます。 

 

 

【中山会長】 

ありがとうございました。よろしいでしょうか。 

 

 

【古居委員】 

横浜市内では地価の二極間格差が拡大するのではなく縮小する動きを期待して

いたのですが、ありがとうございました。 

 

 

【中山会長】 

それでは次に行政制度などの観点から、柴委員から情報提供、ご意見をいただ

けますでしょうか。 

 

 

【柴委員】 

平均価額ということには直接関係がないかもしれませんが、いわゆるタワーマ

ンションの評価について、固定資産税の方の評価が最近改正されて、相続税の方

の通達の見直しが今年度からされていると思いますが、そのあたりで何か影響は

ありますでしょうか。ご教示いただければ幸いです。 

 

 



 
 

【松井委員】 

先に固定資産税の方からご説明させていただきますと、マンションにつきまし

ては、区分所有に係る固定資産になりますので、固定資産税の評価は、一棟全体

を家屋として評価して、税額を計算することになります。 

その場合の基礎の価格は、基本的には専有部分の床面積で按分します。しかし、

タワーマンションに関しては高層階の方が実勢価格が高いということで、平成 29

年度税制改正で、これは平成 30年度の新規課税分から対象になりますが、いわゆ

るタワーマンション、高さ 60メートルを超える居住用高層建築物を対象として、

税額按分の際にその階数に応じた補正率というものを掛けております。低層階の

税額を減少させるもので、補正の程度としましては、１階を 100 とした場合に、

40 階で 110、50 階で 112.6 と、階が上がるごとに補正率が大きくなることで固定

資産税の評価が上がり、当然税額も高層階の方が高くなります。ただこれにはポ

イントがございまして、先ほど申しましたとおり、平成 29 年度税制改正ですか

ら、30 年度の新規課税分から対象になりますので、その前に建っていたタワーマ

ンションは対象ではありません。あと実際に具体例は申し上げられないですが、

横浜市内には、この新しい制度で課税済のものは３棟ございます。今後課税予定

が４棟ほどあるという状況でございます。以上でございます。 

 

 

【中山会長】 

ありがとうございました。固定資産税の課税の実務につきまして、松井委員か

ら説明いただきました。相続税の実務について、黒木委員からお願いできますで

しょうか。 

 

 

【黒木委員】 

基本的な考え方ですが、相続税法第 22条というのがございまして、相続する財

産の価格は、あくまで相続した時点の時価となっています。しかしながら時価を

出すのが煩雑なので、財産評価基本通達なるものを使ってやれば時価とみなしま

すという話になっているところです。ただし、実はこの基本通達に６項というも

のがございまして、この通達を使って評価したことによって著しく不適当な評価

になる場合については、別途評価をするということがあります。 

実はこれについて訴訟案件がありました。平成 21年になりますが、マンション

２棟を 13 億円で買うのですが、そのうち 10 億円が借入金により支払われました。

平成 24 年に実際に相続が発生したわけですが、評価通達でその 13 億円の物件を

評価すると３億円にしかならない一方で、負債が 10億円あるということになりま

すので、差し引き７億円が財産のマイナスになっているということで、この７億

円相当までの他の資産があればこの中に全部組み込まれてしまい、要は 10億円分



 
 

の財産は課税されないという形になりました。これについてはさすがに 13億円が

３億円になるのはおかしいのではないかということで、６項を適用して、改めて

鑑定評価をしたところ 12億円というのが出たので、これで課税をしました。これ

が当然訴訟になるわけですが、評価通達の画一的な評価が租税負担の公平性に反

する場合、評価通達だけで評価した結果が著しく不適当であれば、それは公平性

に反するから６項を使ったのは妥当だということで最高裁で確定しました。これ

を受けて、令和５年度の税制改正大綱で、時価主義であるから、市場価格との乖

離の実態を踏まえて適正化するという指針が出され、これについて今回の改正が

されたわけです。 

改正の骨子になるのが、今の固定資産税の方は、１棟を上と下と割合を変えて、

全体的には同じということですが、相続税の場合はまず居住用区分所有財産とい

うことになりますので、概ね３階だろうが４階だろうがマンションについてはす

べて対象になります。 

やり方についてですが、従来の評価通達で評価をするところまでは同じです。

ただし、その価格を、理論値ですが市場価格との乖離率で調整をしていくことに

なります。乖離率というのは複数の要因で構成されていまして、築年数と敷地持

分狭小度はマイナス要因になります。築年数が増えれば、乖離率は下がっていき

ます。 

逆に総階数指数は、一応 33階を限度としていますが、いわゆるタワーマンショ

ンなどで高くなるほど指数が増えます。また、実際住んでいるところは何階にあ

るのか、これがプラス要因に転じることになります。母集団はコロナ前の平成 30

年のものをとっており、全国の中古マンションの取引約 2,500 件をプルーフとし

ています。 

ただ、マンションだからといって上げてしまうと、一戸建てはどうなのかとい

うことになりますが、実際一戸建ても乖離をしております。乖離しているのです

が、乖離率は 1.66倍になっています。 

ところが、マンションだと 2.34倍ということで、是正もするのですが、一戸建

てが 1.66 倍で、１を割ると 60％になるので、時価の 60％程度まで課税をし、そ

こから上は放っておきましょうということになったということで、市場価格の理

論値に比べて、評価通達で計算したものが 60％以下であれば、60％までは課税を

する。ただし 60％から 100％であれば、補正をしないということでございます。 

逆に、評価額の方が市場価格よりも高くなる場合には、評価額そのものを減額

するという措置になりました。 

一部お渡しをしていて、細かい話は省略しますが、いずれにしましてもこの居

住用の区分所有財産という縦型のパンフレットの真ん中のところに算式（自用の

場合）というのがありまして、ここの②のところですけども、いわゆる固定資産

税評価額を使った従来の評価をやります。そこに、補正率をかけて調整をすると

いうような仕組みであります。 



 
 

おめくりいただきまして３ページ辺りになりますが、下の方で「２ 居住用の

区分所有財産の評価額の計算」のところに実例がありますけれども、一番下のと

ころで、区分所有権の価額について、評価でやると 500万円だったものが 1.47倍

して 730万円になる。敷地利用権の価額が 1,000万円だったところが 1.47倍して

1,400 万円になるという形で、いわゆる税負担の公平を図るということになって

おります。そういったところです。 

 

 

【柴委員】 

これを納税者が申告するのは難しいかと思いますが、税務署が相談に乗ってく

れるということですね。 

 

 

【木島委員】 

タワーマンションを相続するにあたっては、このように評価してくださいと決

まっているので、相続税の申告の時には税理士などに依頼して行うことになると

思います。 

 

 

【柴委員】 

税理士さんであれば良いと思うのですが、今までのように個人が路線価から簡

単に計算するのは難しくなりますね。 

 

 

【木島委員】 

ただ、結局６割で決まってしまっていて節税できないわけではないところで、

こういうものを買う方は超富裕層の方が多いので、タワーマンションをこのよう

に相続財産として使うことはもう少し続くのではないかと税理士会としては思っ

ています。 

 

 

【黒木委員】 

木島先生がおっしゃったことですが、内容は複雑ですが、表に出てくる数字は

基本的には固定されているということになります。 

 

 

【中山会長】 

相続税の実務について黒木委員よりご説明いただきました。ありがとうござい



 
 

ました。 

本日は皆様から貴重なご意見、情報提供をいただきました。他に何かございま

すか。もしあればご意見をいただければと思います。 

 

 

《意見なし》 

 

 

【中山会長】 

それでは他にご意見ご質問等無いようですので、ここで審議会としての意見を

取りまとめさせていただきます。これまでの審議の内容から特にご異議もないよ

うですので、諮問案による提示平均価額に関して了承したいと思いますが、よろ

しいでしょうか。 

 

 

《異議なし》 

 

 

【中山会長】 

ありがとうございました。それでは答申の文案につきましては、事務局と相談

の上決定したいと思いますので、恐縮ではございますが、私にご一任いただきた

いと思います。ありがとうございました。 
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